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要 約 
 
グァテマラ共和国（以下「グ」国）における 1999年の平均余命は 65歳で、“中南米とカリブ海地域”

の平均値 70 歳を下回り、5 歳未満死亡率 60、乳児死亡率 45（いずれも出生 1000 人当り）は同地域

の平均値を大きく上回っている。また合計特殊出生率 4.7および妊産婦死亡率 190（出生 10万人当り）

は、中米諸国では最も高い数値となっている。 

「グ」国ではこうした状況を「保健医療サービス統合計画（SIAS）」の実施によって改善すること

が試みられてきており､近年､基礎保健医療サービスの普及は拡大している。一方、基礎保健医療サー

ビスの普及が増大するにつれ、コミュニティ、保健支所や保健所では対応できない症例、すなわち二

次医療サービスを提供する病院の充実が SIASの展開には必要になっている。 

現政権は社会政策基盤 2000～2004年（MATRIZ DE POLITICA SOCIAL 2000～2004）を発表し､

保健医療分野では保健衛生サービス網を拡充して国民の健康状態を向上させることを目的に掲げてい

る。本案件に関連する目標として「病院施設を建設し、既存施設の改修を行なう」ことが明記されて

いる。｢グ｣国厚生省は上記施策実現の一環として、全国の病院施設および機材整備のために、全国病

院網整備計画を策定している。 

国立プエルトバリオス病院（以降｢プ｣病院）の既存建物は、1978年に米国の援助により耐用年数約

5 年間の想定で建設されたプレハブ鉄骨造 3 階建ての建物である。建設からすでに 23 年が経過し､老

朽化が著しい上に、1998 年のハリケーン･ミッチ､1999 年の地震に相次いで被災し、病院機能の低下

が甚だしい。このため､全国病院網整備計画の中で、建物の老朽化の状態によって新築もしくは改築が

必要な病院のうち最優先の病院として位置付けられている。 

｢グ｣国政府は 1998年 4月、施設の老朽化のためにイサバル県の中核病院として十分な二次医療を提

供できないでいる｢プ｣病院の病院建設と医療機材の整備について、我が国の無償資金協力を要請して

きた。要請後のハリケーンや地震の被災による病院機能の低下を補う目的で、｢グ｣国厚生省は既存病

院棟北側に仮設棟を急遽建設し、既存病院棟との機能補完による医療活動の継続を計画した。しかし、

老朽化と自然災害の被災で施設的制約の大きい既存病院棟と、対処療法的に建設された仮設棟の組み

合わせでの医療活動はあくまでも暫定的な措置であり、ハリケーンや地震の被災可能性の高いプエル

トバリオス市の事情を考慮すれば、二次医療を安定的に提供できる病院の建設と機材整備の必要性は

高い。 

このような現地事情に鑑み、日本国政府は基本設計調査の実施を決定し、国際協力事業団は 2001年

4月 22日から 5月 24日（日本到着）まで基本設計調査団を派遣した。調査団は現地調査で本計画の

背景、内容などについて｢グ｣国政府関係者と協議・確認すると共に、資料収集を行なった。さらに調

査団はその後の国内解析および 2001年 8月 5日から 8月 28日（日本到着）までの間に実施した基本

設計概要書の現地説明を経て、基本設計調査報告書をとりまとめた。 

｢プ｣病院は、前述したように老朽化と自然災害の被災により、2、3階の病棟が使用不能になったた

め、病院機能はすべて 1 階に移設されている。エントランスホールが産婦人科病棟に、産婦人科病棟

であった別棟が内科および外科病棟に転用されている。廊下にまでベッドを設置して病床数を確保し

ているが、1997年に 160床であった病床が施設的制約により 1999年には 100床まで減少した。外来

診療部門が分娩室･新生児室などに転用されているため、外来診療部は既存棟と別棟の連絡通路に仮設
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で 2室設けられ、規模を縮小して診療が行なわれている。歯科外来は 1999年に診療場所を保健所に移

した。その結果、外来患者数は 1998年以降急減し、2000年は 1999年比約 40％の水準にまで落ち込

んでいる。また、既存棟 1 階は本来の用途と異なる使用を余儀なくされており、病院機能の低下が著

しい。このように｢プ｣病院の医療サービス提供能力の低下が進行する一方、イサバル県では厚生省の

医療施設（保健支所、保健所および病院）の合計診療件数が 1999 年の 211,760 件に比べ 2000 年は

392,723件と 85％も増加しているように、保健医療需要は増加傾向にある。 

上記のような調査結果を踏まえて、ハリケーンや地震の被災以前に｢プ｣病院が有していた機能を回

復させ、イサバル県の中核病院として二次医療を安定的に提供できる病院への建替えを本計画の協力

目的とする。三次医療は首都のレファラル病院へ、小児医療は同市にあるエリサ･マルチネス小児病院

（以降｢エ｣病院）に任せるものとし、本計画には含めない。施設規模は｢プ｣病院の過去の実績と、イ

サバル県の人口増による需要増を見込んで設定する。医療グレードは厚生省の策定した保健医療基準

を基に、地方国立病院の役割を導き出して基準とすると共に、現在の｢プ｣病院の医療グレードおよび

二次医療レベルで同規模の他の地方国立病院を参考に設定する。 

計画機材の選定にあたっては、計画病院が厚生省の求める機能を満たせること、かつ現在の技術レ

ベルに見合う内容･数量であることを基本方針とした。「プ」病院は継続使用が可能な既存機材も保有

していることから、新病院に「グ」国側負担で移設することとし、計画数量はこれら既存機材の数量

を差し引くこととする。 

建設予定地は、障害物の撤去や既存施設解体および敷地造成に多額の費用が不要であり、既存施設

での診療活動の継続が可能であるなどの条件を考慮し、現有敷地内の仮設棟西側から北側にある L 字

型の空き地とする。建物は管理部門のみ 2 階に設け、他部門は患者および物品の垂直移動をなくすた

め平屋建てとする。計画建物は 7棟であり、主な施設内容･構造･規模は以下の通りである。 

 
棟  名 施設内容 構造・規模 

外来診療棟 診察/処置室､受付､ｶﾙﾃ庫､検査室､血液銀
行 

RC造平屋建 788.5㎡ 

救急・管理棟 処置室､診察室､観察室､放射線撮影室､
現像室､ﾌｨﾙﾑ庫､管理諸室､研修室 

RC造 2階建 1,392.6㎡ 

手術・分娩棟 手術室(4)､回復室､ICU､中央材料室､分
娩室(3)､陣痛室､薬局 

RC造平屋建 1,704.9㎡ 

外科・外傷科病棟 男性･女性病室(50床)､ﾅｰｽ･ｽﾃｰｼｮﾝ RC造平屋建 704.6㎡ 
産科病棟･ｻｰﾋﾞｽ棟 病室(50床)､新生児室､ﾅｰｽ･ｽﾃｰｼｮﾝ､厨房､

食堂､洗濯室､中央倉庫 
RC造平屋建 1,448.0㎡ 

内科病棟 男性･女性病室(62床)､ﾅｰｽ･ｽﾃｰｼｮﾝ RC造平屋建 818.6㎡ 
エネルギー棟 解剖部諸室､電気室､発電機室 RC造平屋建 163.8㎡ 
渡り廊下 各棟間の連絡通路 RC造平屋建 292.1㎡ 
 病床合計 162床 延床面積 7,313.1㎡ 

 

 

各部門ごとの主な計画機材は以下の通りである。 
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棟  名 部  門  名 主な計画機材 数量 
外来診療棟 外来診療部 診察台 5 
  診察台（産婦人科） 2 
  ドプラー胎児心拍計 2 
 検査部 血液保冷庫 1 
救急･管理棟 救急部 ストレッチャー（救急室） 8 
  救急カート 3 
  人工呼吸器 1 
 研修室 テレビ･ビデオセット 2 
  パソコン用プロジェクター 1 
手術･分娩棟 手術部 手術台（汎用） 1 
  手術台（整形外科） 1 
  無影灯 4 
  電気メス 3 
  患者モニター 3 
 ICU 患者モニター 2 
  除細動器 1 
 分娩部 搬送用保育器 2 
  分娩台 1 
  無影灯（移動式） 3 
 中央材料部 高圧蒸気滅菌装置 1 
 薬局 薬品戸棚 2 
  冷蔵庫 2 
外科･外傷科病棟 病棟（外科･外傷科） ベッド A（ｸﾗﾝｸ付） 10 
  ベッド B（ｸﾗﾝｸ無、ﾃｰﾌﾞﾙ付） 8 
産科病棟･サービス棟 病棟（産婦人科） ベッド B（ｸﾗﾝｸ無、ﾃｰﾌﾞﾙ付） 14 
  ベッド C（ｸﾗﾝｸ無、ﾃｰﾌﾞﾙ無） 18 
 給食部 冷蔵庫 2 
  冷凍庫 1 
  オーブンレンジ 3 
 洗濯部 洗濯機 2 
  ローラー式アイロン 1 
内科病棟 病棟（内科） ベッド B（ｸﾗﾝｸ無、ﾃｰﾌﾞﾙ付） 19 
  ベッド C（ｸﾗﾝｸ無、ﾃｰﾌﾞﾙ無） 17 
エネルギー棟 解剖部  死体冷蔵庫 1 

 

本計画を日本国の無償資金協力で実施する場合、総事業費は 15.23 億円（日本側 15.14 億円、｢グ｣

国側 9百万円）と見込まれる。実施設計に 5.0ヶ月、施設建設および機材調達に 15ヶ月が予定される。 

計画完成引渡し後は、｢プ｣病院がその運営･維持管理に当たる。2001 年現在の｢プ｣病院の要員数は

261名（医師 27名、歯科医師 2名含む）である。160床で稼動していた 1997年の要員数は 250名で

あったことから考えて、計画病床数 162 床の病院運営は現要員数で十分に遂行できるものと考えられ

る。｢プ｣病院の保守管理部には 2 名の技師と 6 名のスタッフが配置され、簡単な修理、部品交換を行

なっている。一方、厚生省には契約･調達･維持管理部（UCAM）があり、引渡し後の施設･機材の保守

管理の管理･指導に当たる予定であり、大型医療機材のメンテナンス契約や修理などは UCAM の技術

者の指導のもとに、医療機器代理店に依頼する体制である。 

計画完了引渡し翌年の 2004 年の推定予算は、施設維持管理費 385 万円（Q.246,000）、機材維持管

理費 88万円（Q.56,000）、光熱費 1,220万円（Q.780,000）を含め、総額 1億 9千万円（Q.12,140,000）

が見込まれる。2000年の厚生省からの予算配分増加率 5.3％がそのまま継続すると仮定すると、2004

年は 1億 9千 6百万円（Q.12,511,000）となり、2004年の推定予算（Q.12,140,000）は十分確保可能
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である。 

 

本計画が実施されることによる効果は、下表のように整理することができる。 

現状と問題点 本計画での対策 
（協力対象事業） 計画の効果･改善程度 

・ SIASの進展により一次医療
サービスが普及した結果、二次
医療を提供する病院への需要が
増大している。「プ」病院は、施
設の老朽化と共に、ハリケーン
や地震の被災による施設的な制
約のために、二次医療を提供す
るレファラル病院としての十分
な医療サービスが提供できない
状態にある。 

 

・ 二次医療サービスに必要
な「プ」病院の施設建設（外
来診療棟、救急･管理棟、手
術･分娩棟、各病棟、サービ
ス棟、エネルギー棟） 

・ 二次医療サービスに必要
な「プ」病院の機材整備と
老朽化機材の更新 

・ 「プ」病院の施設建設･機材
整備が完成すれば、手術･分娩
件数などの増加が見込まれる
と共に、入院患者数や外来患
者数などの患者受入能力が増
大する。また、外来･救急待ち
時間の短縮や、患者の満足度
の上昇など、「プ」病院の提供
する医療サービスが質･量共
に改善する。 

 

本計画は、以下に述べる（1）～（7）の審査結果から、我が国の無償資金協力による協力対象事業

として妥当であると判断される。 

（１）「プ」病院はイサバル県における二次医療を提供する中核病院であるため、その裨益対象は、イ

サバル県在住の住民約 360,000人（2004年の推計値）にのぼる多数の地域住民である。 

（２）現在、「プ」病院は施設的な制約から医療サービス提供に支障をきたしているが、計画の実施に

より、イサバル県の二次医療サービスを提供する中核病院としての機能を回復し、地域住民の信

頼を回復することができる。このことから本計画は、イサバル県の民生の安定に資するプロジェ

クトであると言える。 

（３）引渡し後の「プ」病院は、施設･機材とも特別に高度な技術を必要とするものはなく、現在の要

員で運営が可能である。また、過去の厚生省の「プ」病院への予算配分の傾向から判断して、引

渡し後の「プ」病院の運営予算は無理なく確保される見通しである。更に「プ」病院では、本計

画を決起として財団が設立され、2003 年以降には病院としての独自財源が確保される計画であ

り、運営予算は厚生省からの予算配分のみではなく、より幅広い可能性を持つことになる。 

（４）「グ」国の社会政策基盤 2000～2004 年の保健医療分野の目標の中で、「病院施設を建設し、既

存施設の改修を行なう」ことが掲げられている。厚生省はこの目的を踏まえて、全国病院網整備

計画を策定しており、「プ」病院は建物の老朽化により、建替えが必要な病院の中で最優先病院

として位置付けられている。このことから、本計画は「グ」国の中･長期的開発計画としての全

国病院網整備計画に資するものである。 

（５）「グ」国では現在、国立病院の外来、入院、検査に関しては、保健医療政策として無料で医療サー

ビスを提供することが決められてきたが、財務体質を強化するために財団を設立し、一部のサー

ビス料金（検体検査や放射線撮影など）の徴収を計画し、病院運営の健全化を図っている。 

（６）調査時点では、病院の廃棄物はすべて「プ」市当局が回収し、他の一般廃棄物と同時に野積み

で焼却されている。本計画では病院内で分別収集された医療廃棄物は病院内に焼却炉を設置し、

ダイオキシンが発生しにくい適切な燃焼温度で焼却する計画である。排水も浄化槽を設置し、処
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理された後に川に放流される計画である。このように、環境に対する負の影響は排除される措置

が適切に計画されている。 

（７）建設用地は「プ」病院の敷地内であり、その造成工事および障害物撤去工事も「グ」国側の過

度な負担となる金額ではない。インフラ整備も既存病院の敷地内であるため、既に整備されてい

る。「グ」国厚生省も過去に我が国の無償資金協力案件を受け入れた経験を有しており、本計画

を我が国の無償資金協力の制度で実施することに、特段の困難は見出されない。 

 

本計画の実施による新規施設･機材を最大限に活用し、その効果を発現･持続するために「グ」国側

が取り組むべき課題を以下に示す。 

（１）レファラル体制の強化および「エ」病院との連携強化 

イサバル県における厚生省の医療機関は、一次医療を提供する保健所が 7ヵ所（病床を持つ Aタ

イプ 3ヵ所、病床を持たない Bタイプ 4ヵ所）と保健支所が 32ヵ所あり、二次医療を提供する

病院は「プ」病院と「エ」病院の 2 病院である。「プ」病院が産科で「エ」病院が小児科となっ

ているため、出産後の新生児の取り扱いに関して両病院のより強い連携が必要である。患者を移

送するレファラル体制のみならず、医師、看護婦等の医療スタッフの人事交流、相互教育等の実

施が望まれる。漸く 2000年より保健所・保健支所から「プ」病院への搬送患者数の統計を取り

始めたが、今後もレファラル体制強化の一環として必要である。また、患者症例、治療法等につ

いて「プ」病院から保健所・保健支所へのフィードバックを実施することも望まれる。 

（２）施設、機材の維持管理体制の強化 

「プ」病院の施設、設備、医療機材の保守管理をより有効に行なうため、UCAM の指導のもと

に定期点検記録、修理台帳、メンテナンス・マニュアル、オペレーション・マニュアル等を整備

し、維持管理体制のより一層の強化を図る必要がある。また、｢グ｣国厚生省の主催する各種研修

や設備、医療機材のメーカー代理店を通じて院内のメンテナンス技術者を継続的に養成する必要

がある。 

（３）院内教育の充実 

現在も行なわれている医師、看護婦に対する症例報告や診察・処置対処方法および管理部門職員

に対する法律・規則・基準等の病院スタッフの院内教育を継続することは極めて重要である。ま

た、院内研修を現在以上に充実させて、准看護婦を中心とした医療スタッフの医療機材に関する

知識を高めることが望まれる。 

（４）医療従事者訓練校（INDAPS）との連携 

診察･処置方法などの医療教育の他に二次医療施設の実情やレファラル体制正常化の必要性の教

育など、二次医療を提供する｢プ｣病院において INDAPS 学生の教育実習の場を提供し連携を図

ることが有効である。 

（５）財団設立による「プ」病院の独自財源の確保 

施設･機材のメンテナンス費用や消耗品の資金が確保されることで、医療サービスの提供が安定

的に継続されることが可能となる。厚生省がコスト回収計画を策定し、病院運営の財務健全化を

全国的に推進していることを踏まえて、「プ」病院にも財団を設立し、独自財源を確保すること

が有効である。 
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